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１．会社の概況 

 

① 商号、許可年月日等 

 商号又は名称 大 起 産 業 株 式 会 社 

 代 表 者 名 代表取締役社長    田中 弘晃 

 所 在 地 名古屋市中区錦二丁目２番 13 号 

 電 話 番 号 ０５２－２０１－６３１１（代） 

 許 可 年 月 日 平成２２年１２月２８日 

 加 入 協 会 名 日本商品先物取引協会 

  日本商品委託者保護基金 

 

  会社の沿革 

年 月 概         要 

昭和25年８月 

 

 

 

昭和26年12月 

昭和27年２月 

昭和38年３月 

昭和45年５月 

昭和46年１月 

 

昭和51年１月 

昭和57年２月 

昭和58年１月 

昭和59年４月 

昭和59年６月 

昭和59年10月 

 

大起証券株式会社（その後合併により、内外証券株式会社となり、現在

は東海東京証券株式会社）の関連会社（現在は関係解消）栄不動産株式

会社として、名古屋市中区南伊勢町１丁目５番地に会社設立。資本金 

500万円。 

商号を大起産業株式会社に変更し同時に事業目的も変更する。 

名古屋繊維取引所会員加入。仲買人登録し受託業務を開始する。 

本店を現在地に移転。 

資本金 3,000万円に増資。 

商品取引所法改正に基づき名古屋繊維取引所商品取引員として改めて 

許可される。 

金沢支店開設。 

東京金取引所会員加入。 

大阪支店開設。 

東京穀物商品取引所会員加入。 

資本金 9,800万円に増資。 

東京穀物商品取引所商品取引員許可。 
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昭和59年10月 

昭和62年11月 

平成２年12月 

平成３年８月 

平成３年９月 

平成６年７月 

平成８年１月 

平成11年６月 

平成15年９月 

平成17年４月 

平成21年６月 

平成21年９月 

平成22年12月 

平成22年12月 

平成23年４月 

平成23年10月 

平成24年12月 

平成24年12月 

平成25年２月 

 

東京支店開設。 

東京工業品取引所商品取引員（綿糸・毛糸市場）許可。 

資本金３億 5,000万円に増資。 

資本金５億 3,000万円に増資。 

東京工業品取引所貴金属市場商品取引員許可。 

資本金６億 3,000万円に増資。 

研修所（フュ－チャ－ズ・トレ－ニング・センタ－）開設。 

東京工業品取引所石油市場商品取引員許可。 

東京工業品取引所ゴム市場商品取引員許可。 

改正商品取引所法に基づき改めて商品取引受託業務の許可をされる。 

第二種金融商品取引業者の登録。 

取次取引員に業態変更。 

商品先物取引法に基づき、商品先物取引業者として許可される。 

社団法人金融先物取引業協会加入。 

取引所為替証拠金取引「くりっく365」の媒介業務を開始。 

大阪支店を奈良市に移転し、関西支店と名称変更。 

金沢支店を富山市に移転し、北陸ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰと名称変更。 

東京支店の移転先として、関東ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰを開設。 

(旧)東京支店廃止。 
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② 事業の内容 

 

 (1) 経営組織 (平成 25年３月 31日現在) 

 

   当社の経営組織は、次のとおりです。 

 

 
  

 
 

株  主  総  会 
    

    
      

 

 
 

監 査 役 
  

 
 

 
  

 

 
 

取  締  役  会 
    

    
      

  
 

 
 

会  長 
 

社   長 
        

         
         

 
    

 
 

 
                                        
                     

 
 

 
 

経 営 会 議 
 

 
   

経営戦略室 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委託者審査委員会 
 

 

 

規律委員会 
 

 

   

 

 

 

 

  

 

 

 

    

 

 

 

 

営業本部 ＦＸ本部  管理本部 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本   北   関   関    コ    Ｆ     営       総    経   業       管   取    監   調 

       陸   西   東    ｜    Ｘ   業       務    理   務       理   引    査   査 

       Ｉ   支   Ｉ    ル    営   七      部   部   部       部   相    室   研 

  店   Ｃ   店   Ｃ   セ    業   部                         談          究 

                       ン    部                                     室          室 

                       タ                                             

                       ｜                                             
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  (2) 事業の内容 

  (a) 商品先物取引業 

   イ．国内商品市場取引に係る業務 

     当社は、商品先物取引法第 190 条第１項に基づき、農林水産大臣及び経済産業 

    大臣より商品先物取引業の許可を得た商品先物取引業者であり、下記の商品市 

    場において、ドットコモディティ株式会社を取り次ぎ先とした委託の取り次ぎ業 

    務を行っております。（許可番号：農林水産省「指令２２総合第１３５１号」、 

    経済産業省「平成２２・１２・２２商第６号」） 

     また、当社は商品先物取引仲介業者である合同会社東京大起アセットクリエー 

    ションの所属商品先物取引業者であります。 

     なお、当社で取引できる商品は以下のとおりです。 

 

取引所名 当社における取扱商品  

㈱東京商品取引所 

 

金、銀、白金、パラジウム、金ミニ取引、白金ミニ取引、 

ガソリン、灯油、原油、軽油、ゴム(RSS３号)、 

一般大豆、小豆、とうもろこし、粗糖 

    (注) 現在取引休止中の商品は表示しておりません。  

 

      ロ．外国商品市場における取引を行う業務 

     現在、当該業務は行っておりません 

 

      ハ．店頭商品デリバティブ市場における取引を行う業務 

     該当事項はありません 

 

      ニ．国内商品市場における取引を行う業務 

     自己の計算において商品市場における取引を行う業務であります。自己売買業

務は、上記イに掲げた商品市場において行っております。 

 

  （b） 兼業業務 

      イ．金融商品取引業務 
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     第二種金融商品取引業者として、平成 23 年 4 月より、東京金融取引所の為替証

拠金取引「くりっく 365」の媒介業務（媒介先：カネツＦＸ証券株式会社）を行

っております。 

      登 録 番 号：東海財務局長（金商） 第 124 号 

      加入協会名：社団法人 金融先物取引業協会 

 

③ 営業所の状況 

（平成 25 年３月 31 日現在） 

  店舗の名称          所   在   地    電話番号 

   本  社 

   関西支店 

   関東ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 

   北陸ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 

  愛知県名古屋市中区錦二丁目２番13号 

  奈良県奈良市富雄北二丁目２番32号 

  東京都台東区台東三丁目15番４号 

  富山県富山市新桜町６番24号 

 052-201-6311 

 0742-51-8381 

 03-6803-2443 

 076-431-2335 

 

④  財務の概要 

決算年月（平成 25 年３月決算期） 

 (a) 資本金                        ６３０，０００ 千円 

 (b) 営業収益                      ５８４，５４７ 千円 

 (c) 受取手数料                    ５８４，５２５ 千円 

 (d) トレーディング損益                 ２２ 千円 

 (e) 経常利益                          ５３，２８０ 千円 

 (f) 当期純利益                        ３９，６１９ 千円 

 (g) 純資産額規制比率                 １０３５．５ ％ 

 

⑤ 発行済株式総数 

  発行済株式の総数     ９，０６８，１５０株 （平成 25 年３月 31 日現在） 

    （注）当社の株式は、非上場です。 

 



- 6 - 

⑥ 上位１０名までの株主の氏名等 

（平成 25 年３月 31 日現在） 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

 

新 井 紀 夫 

大榮産業（株） 

従業員持株会 

加 藤 正 治 

（株）三清社 

（株）東亜製作所 

余 語 ミ サ 

木之村啓二郎 

安 部 益 美 

（株）トーユー 

（千株） 

1,778 

1,550 

714 

544 

540 

430 

279 

250 

235 

229 

（％） 

19.6 

17.0 

 7.8 

 6.0 

 5.9 

 4.7 

 3.0 

 2.7 

 2.6 

 2.5 

計  6,553 72.2 

 

⑦ 役員の状況 

（平成 25 年３月 31 日現在） 

役 職 名 氏   名（生年月日） 

代表権  

の有無  

常勤・  

非常勤の

別 

  取締役会長      新  井  紀  夫 （昭和16年４月３日） 無 常勤  

  代表取締役社長      田  中  弘  晃 （昭和26年８月18日） 有 常勤  

  取締役      加  藤  正  治 （昭和25年５月20日） 無 常勤  

  取締役      岡  本  藤  太 （昭和７年11月13日） 無 非常勤  

  常勤監査役      渡  辺  章  二 （昭和29年１月21日） 無 常勤  

         計              ５名   
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⑧ 役員及び使用人の状況 

（平成 25 年３月 31 日現在） 

 
役  員 

 
使用人 計 

うち非常勤 

総   数 ５名 １名 ３０名  ３５名 

 （うち外務員数） (４名) (０名) (２６名) (３０名) 
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２．営業の状況 

① 営業の経過及び成果 

日本経済や商品先物取引業界を取り巻く厳しい経営環境の下、当社は平成 24年 1

2月に一部の支店において、業務の一部機能を本社に移転した上で、店舗を小規模

拠点に置き換えるなど社内体制の効率化と改革に取り組んでまいりましたが、当事

業年度の業績は、総売買高 139千枚で前期比 19.0％減となり、受取手数料は５億 8

4百万円と前期比 9.9％減となりました。 

他方、販売費及び一般管理費につきましては、店舗の移転・縮小など徹底したコ

スト削減への取り組みの結果、前期比 35.5％減の５億 50百万円と圧縮できたこと

により、営業利益は 34百万円のプラスとなりました。さらに営業外損益を加えた経

常利益は 53百万円となり、リストラ費用等も含めた特別損益項目を反映した税引前

当期純利益は 40百万円、当期純利益は 39百万円となりました。 

 

    (1) 受取手数料部門 

(a) 国内商品市場取引 

  ５億 7,879万円（売買高 138,862枚） 

(b) 外国商品市場取引 

  該当事項はありません 

(c) 店頭商品デリバティブ取引 

  該当事項はありません 

 

    (2) トレーディング部門 

(a) 国内商品市場取引 

  2万円（売買高 196枚） 

(b) 外国商品市場取引 

  該当事項はありません 

(c) 店頭商品デリバティブ取引 

  該当事項はありません 

 

    (3) 外国為替証拠金取引の媒介部門（くりっく３６５） 

         受取手数料 573万円（売買高 9,517枚） 

 

（注）  売買高には受渡しによる決済数量は含まれておりません。 
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② 取 引 開 始 基 準  

１  次 の 各 号 に 該 当 す る「 不 適 当 と 認 め ら れ る 勧 誘 対 象 者 」に 対 し

て は 、 勧 誘 及 び 受 託 は 行 い ま せ ん 。  

(1 ) 未 成 年 、 成 年 被 後 見 人 、 被 保 佐 人 、 被 補 助 人 、 精 神 障 害 者 、 知

的 障 害 者 及 び 認 知 障 害 の 認 め ら れ る 者  

(2 ) 長 期 入 院 等 随 時 連 絡 が と れ な い 者  

(3 ) 生 活 保 護 法 に よ る 保 護 を 受 け て い る 世 帯 に 属 す る 者  

(4 ) 破 産 者 で 復 権 を 得 な い 者  

(5 ) 損 失 が 生 ず る お そ れ の あ る 取 引 を 望 ま な い 者  

(6 ) 取 引 証 拠 金 等 の 額 を 上 回 る 損 失 が 生 ず る お そ れ の あ る 取 引 を

望 ま な い 者 に 対 す る 、取 引 証 拠 金 等 の 額 を 上 回 る 損 失 が 生 ず る

お そ れ が あ る 取 引 の 勧 誘  

(7 ) 商 品 デ リ バ テ ィ ブ 取 引 を す る た め の 借 入 の 勧 誘  

(8 ) そ の 他 、 商 品 先 物 取 引 を 行 う 適 格 性 に 欠 け る 者  

 

２   次 の 各 号 に 該 当 す る「 不 適 当 と 認 め ら れ る お そ れ の あ る 勧 誘 の

対 象 者 」 に 対 し て は 、 原 則 と し て 勧 誘 及 び 受 託 は 行 い ま せ ん 。  

(1 ) 年 金 、 恩 給 、 退 職 金 、 保 険 金 等 （ 以 下 「 年 金 等 」 と い う ） が 収

入 全 体 の 過 半 を 占 め て い る 者  

(2 ) 年 間 5 00 万 円 以 上 の 収 入 を 有 し な い 者  

(3 ) 75 歳 以 上 の 高 齢 者  

(4 ) デ リ バ テ ィ ブ 取 引 の 経 験 が な い 者  

 

３  前 項 に 掲 げ る 者 の 内 、以 下 の 各 号 に 掲 げ る「 例 外 の 要 件 」を 具

備 し て い る こ と の 確 認 を 得 た 場 合 に は 、勧 誘 及 び 受 託 を 認 め ま す 。 

(1 ) 前 項 ( 1 )及 び (2 )号 に つ い て は 、申 告 投 資 可 能 資 金 額 の 裏 付 け と

な る 資 産 を 有 し て い る こ と 。但 し 、裏 付 け の 資 産 に つ い て 、 顧

客 本 人 し か 知 り 得 な い 具 体 的 な 資 産 情 報 を 記 載 し た 申 出 書 等

の 提 出 を 得 る こ と 。  

(2 ) 前 項 ( 3 )号 に つ い て は 、「 直 近 の 過 去 ３ 年 以 内 に 延 べ 9 0 日 以 上 」

を 目 安 と し た 商 品 デ リ バ テ ィ ブ 取 引 又 は こ れ と 同 様 の 外 国 為

替 証 拠 金 取 引 や 金 融 商 品 等 の 先 物 取 引 等 の レ バ レ ッ ジ が あ る

と 認 め ら れ る 取 引 の 経 験 が あ る と 認 め ら れ る こ と 、及 び 商 品 デ

リ バ テ ィ ブ 取 引 の 仕 組 み・リ ス ク そ の 他 説 明 を 受 け た 事 項 を 的

確 か つ 十 分 に 理 解 し て い る こ と が 取 引 相 談 室 の 直 接 面 談 に よ

る 調 査 に よ っ て 確 認 さ れ て い る こ と 。  
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(3 ) 前 項 ( 4)号 に つ い て は 、 直 近 ３ 年 以 内 ９ ０ 日 以 上 の 商 品 デ リ バ

テ ィ ブ 取 引 又 は こ れ と 同 様 の 外 国 為 替 証 拠 金 取 引 や 金 融 商 品

等 の 先 物 取 引 等 の レ バ レ ッ ジ が あ る と 認 め ら れ る 取 引 の 経 験

が な い 者 に つ い て は 、商 品 デ リ バ テ ィ ブ 取 引 の 仕 組 み ・ リ ス ク

そ の 他 説 明 を 受 け た 事 項 を 的 確 か つ 十 分 に 理 解 し て い る こ と

の 証 明 を 得 て い る こ と 。  

 

4  口 座 開 設 申 込 書 に お い て 以 下 の 各 号 に 該 当 す る 顧 客 は 、 自 己 の

責 任 と 判 断 に お い て 良 識 あ る 取 引 を 行 う 旨 の 書 面 を 差 し 入 れ る

こ と を 義 務 付 け ま す 。ま た 、管 理 部 は 受 託 契 約 の 締 結 に 先 立 っ て

顧 客 に 対 し て 電 話 又 は 面 談 に よ り 属 性 調 査 を 行 い ま す 。  

(1 ) 銀 行 、 農 業 ・ 漁 業 等 の 協 同 組 合 、 信 用 組 合 、 信 用 金 庫 、 郵 便 局

な ど の 金 融 機 関 に お い て 直 接 、間 接 に 金 銭 、有 価 証 券 等 の 取 扱

い に 係 わ る 者  

(2 ) 証 券 会 社 、 保 険 会 社 、 消 費 者 金 融 、 信 販 会 社 、 ク レ ジ ッ ト カ ー

ド 会 社 、フ ァ イ ナ ン ス 会 社 、リ ー ス 会 社 な ど の ノ ン バ ン ク に お

い て 直 接 、 間 接 に 金 銭 、 有 価 証 券 等 の 取 扱 い に 係 わ る 者  

(3 ) 国 ・ 地 方 公 共 団 体 そ の 他 公 益 機 関 に お い て 直 接 、 間 接 に 金 銭 、

有 価 証 券 等 の 取 扱 い に 係 わ る 者  

(4 ) 民 間 企 業 等 に お い て 直 接 、間 接 に 金 銭 、有 価 証 券 等 の 取 扱 い に

係 わ る 者  

(5 ) 前 号 に か か わ ら ず 当 社 が 確 認 を 必 要 と 判 断 し た 者   

 

5  第 １ 項 及 び 第 ２ 項 に 該 当 し な い 者 で あ っ て も 、 総 括 管 理 責 任 者

が 商 品 先 物 取 引 を 行 う の に 相 応 し く な い と 認 め た 者 に 対 し て 受

託 は 行 い ま せ ん 。  

以 上  

 

 

③  顧 客 数         5 2 1 名   （ 平 成 2 5 年 ３ 月 31 日 現 在 ） 

 

 

  



３．経理の状況

①　貸借対照表

貸　借　対　照　表
平成２５年３月３１日現在

（単位：千円）

資　　　　産　　  　の 　　 　部 負　　　　債　　　の　　　部

科　　　　　　　　目 金　　　　額 科　　　　　　　　目 金　　　　額

1,752,731 1,905,908

445,289 55,000

792 20,000

268,774 36,000

459,755 2,422

519,983 1,741,976

10,000 7,500

48,136 43,009

1,045,745 339,665

853,159 224,000

建 物 171,508 33,011

構 築 物 4,117 60,210

器 具 及 び 備 品 1,261 14,443

土 地 676,271 8,000

74,086 25,300

の れ ん 32,914 25,300

ソ フ ト ウ エ ア 25,149 2,270,874

電 話 加 入 権 16,021

118,498 527,602

投 資 有 価 証 券 36,164 630,000

出 資 金 205 35,789

長 期 貸 付 金 8,882 35,789

長 期 前 払 費 用 1,676 △ 138,186

長 期 差 入 保 証 金 13,855 122,000

長 期 未 収 債 権 95,583 △ 260,186

その他の投資資産 45,646 別 途 積 立 金 1,440,000

貸 倒 引 当 金 △ 83,514 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 1,700,186

527,602

2,798,476 2,798,476

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産 特 別 法 上 の 準 備 金

商 品 取 引 責 任 準 備 金

負 債 合 計

純　  資  　産  　の  　部

投 資 そ の 他 の 資 産 株 主 資 本

有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金

長 期 預 り 商 品

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 任 慰 労 引 当 金

長 期 預 り 保 証 金

委託者保護基金預託金 賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 資 産 そ の 他 の 流 動 負 債

固 定 資 産 固 定 負 債

保 管 有 価 証 券 １年以内返済長期借入金

差 入 保 証 金 未 払 法 人 税 等

委託者先物取引差金 預 り 証 拠 金

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 短 期 借 入 金

委 託 者 未 収 金 １ 年 以 内 償 還 社 債
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②　損益計算書

損　益　計　算　書

自　　平成２４年　４月　１日

至　　平成２５年　３月３１日

（単位：千円）

科  　　　　　　目 金  　　　　　　額

584,525

22 584,547

550,075

34,472

2,829

41,428

579 44,837

11,329

9,542

842

4,314 26,029

53,280

5,862

6,839

6,400

4,957 18,197

40,946

1,326

39,619当 期 純 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 等

投 資 有 価 証 券 評 価 損

商品取引責任準備金繰入額

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

不 動 産 賃 貸 費 用

消 費 寄 託 費 用

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

経 常 利 益

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

不 動 産 賃 貸 収 入

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

営 業 収 益

受 取 手 数 料

売 買 損 益

営 業 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益
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③　株主資本等変動計算書

 （単位:千円）

株　主

資本金 資　本 資　本 利　益 別　途 繰　越 利　益 資　本

準備金 剰余金 準備金 積立金 利　益 剰余金 合　計

合　計 剰余金 合　計

平成24年4月1日残高 630,000 35,789 35,789 122,000 1,440,000 △1,739,806 △177,806 487,982

事業年度中の変動額

　当期純利益 39,619 39,619 39,619

　株主資本以外の項目

  の事業年度中の変動

　額（純額）

事業年度中の変動額

合計 - - - - - 39,619 39,619 39,619

平成25年3月31日残高 630,000 35,789 35,789 122,000 1,440,000 △1,700,186 △138,186 527,602

純資産合計

平成24年4月1日残高 487,982

事業年度中の変動額

　当期純利益 39,619

　株主資本以外の項目

  の事業年度中の変動

　額（純額）

事業年度中の変動額

合計 39,619

平成25年3月31日残高 527,602

株主資本等変動計算書

自 平成２４年４月　１日
至 平成２５年３月３１日

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金

評価・換算差額等

その他有価証券 評価・換算差額等合計

評価差額金

- 13 -
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④ 個別注記表

【継続企業の前提に関する注記】

当社は当事業年度において経常利益を53百万円計上するとともに当期純利益を39百万

円計上することができましたが、前事業年度に225百万円と平成20年3月期以降５期連続

で経常損失を計上いたしました。当該状況により、依然として継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社は当該状況を解消すべく、前事業年度に引き続き人員削減、店舗の移転・縮小、

業務システムの効率化及び役員報酬・社員給与の見直しなど事業の再構築を進めてまい

りました。

その結果、販売費及び一般管理費は前事業年度852百万円に対して、当事業年度は550

百万円（前期比35.5％減）と大幅に削減し、経常利益を計上することができました。翌

事業年度におきましては、営業資産の増大を最重要課題とし、財務基盤の安定・強化を

図ってまいります。

しかしながら、商品先物取引業界を取り巻く政治・経済・相場環境等は先行き不透明

な部分も存在するため、現状では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる

状況にあります。

なお、計算書類等は継続企業を前提として作成しており、このような重要な不確実性

の影響を計算書類等に反映しておりません。

【 重要な会計方針に関する注記 】

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法

その他の有価証券

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

保管有価証券 商品先物取引法施行規則第39条の規定により

㈱日本商品清算機構が定めた充用価格によっ

ており、主な有価証券の価格は次のとおりで

あります。

利付国債証券 額面金額の80％

社債（上場銘柄） 額面金額の80％

株券（一部上場銘柄） 時価の70％相当額

倉荷証券 時価の70％相当額

２．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

時価法
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３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附

属設備を除く）については定額法

なお、主な科目の耐用年数は次のとおりであります。

建 物 ８～47年

構築物 10～30年

器具及び備品 ４～20年

(2) 無形固定資産 定額法

(3) 長期前払費用 定額法

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額のうち当期の負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金 従業員の退職金の支給に備えるため、当期末における

退職給付債務の見込額（簡便法による期末自己都合要

支給額の100％）に基づき計上しております。

(4) 役員退任慰労引当金 役員の退任慰労金の支給に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。

(5) 商品取引責任準備金 商品取引事故による損失に備えるため、商品先物取引

法第 221条の規定に定めるところによる積立限度額を

計上しております。

５．消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

【 会計方針の変更 】

（会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年4月1日以後に取得し

た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更し

ております。

この変更に伴う、損益に与える影響は軽微であります。

【 貸借対照表に関する注記 】

１．担保に供している資産及び担保に係る債務
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(1) 担保資産

（担保資産の内訳）

定期預金 340,200 千円

建 物 164,209

構 築 物 4,117

土 地 675,806

計 1,184,332

（対応する債務の内訳）

商品先物取引法第 179条第７項の規定に基づく 510,000 千円

銀行の預託の委託契約極度額に対する求償債務

（担保資産の内訳）

投資有価証券 6,750 千円

（対応する債務の内訳）

カネツ商事株式会社との貴金属消費寄託契約に 33,011 千円

基づく返還債務

（担保資産の内訳）

投資有価証券 11,151 千円

（対応する債務の内訳）

大榮産業株式会社との社債引受契約に基づく償 20,000 千円

還債務

(2) 預託資産

商品先物取引法等関係法令により預託すべき取引証拠金の代用として、ドットコ

モディティ株式会社へ預託している資産は次のとおりであります。

保管有価証券 268,774 千円

差入保証金 455,755

計 724,530

(3) 分離保管資産

商品先物取引法第 210条の規定に基づき、日本商品委託者保護基金に分離保管し

なければならない保全対象財産は、1,382千円であります。

なお、同法施行規則第98条の規定に基づく、委託者資産保全措置額は20,000千円

であります。

２．有形固定資産の減価償却累計額 337,534 千円

３．関係会社に対する金銭債権及び債務

短期金銭債務 20,000 千円
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【 損益計算書に関する注記 】

関係会社との取引高

営業取引以外の取引による取引高 281 千円

【 株主資本等変動計算書に関する注記 】

発行済株式の種類及び総数

発 行 済 株 式 の 種 類 当事業年度末株式数

普 通 株 式 9,068,150 株

【 税効果会計に関する注記 】

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 29,505 千円

賞与引当金 2,828

退職給付引当金 21,272

役員退任慰労引当金 5,102

商品取引責任準備金 8,938

欠損金 632,624

その他 2,031

繰延税金資産小計 702,303

評価性引当額 △ 702,303

繰延税金資産合計 0

【 退職給付に関する注記 】

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。

また、この他に複数事業主制度による総合設立型の厚生年金基金に加盟しておりま

す。

２．退職給付債務及びその内訳（平成25年３月31日現在）

退職給付債務 60,210 千円

退職給付引当金 60,210

３．退職給付費用の内訳

勤務費用 20,458 千円

掛金 15,080

退職給付費用 35,538
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４．退職給付債務の計算方法

簡便法（期末時点の自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）を採用しており

ます。

【 金融商品に関する注記 】

１．金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行借

入等による方針であります。

借入金等の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）でありま

す。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成25年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額(＊) 時価(＊) 差額

(1) 現金及び預金 445,289 445,289 －

(2) 差入保証金 459,755 459,755 －

(3) 委託者先物取引差金 519,983 519,983 －

（4）長期貸付金 8,882

貸倒引当金 △ 3,100

5,782 5,782

(5) 長期未収債権 95,583

貸倒引当金 △ 53,264

42,319 42,319 －

(6) 短期借入金 ( 55,000 ) ( 55,000 ) －

(7) 預り証拠金 ( 1,741,976 ) ( 1,741,976 ) －

(8) 社 債 ( 20,000 ) ( 20,000 ) －

(9) 長期借入金 ( 260,000 ) ( 260,000 ) －

(＊)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

１年以内償還社債及び１年以内返済予定長期借入金については、それぞれ社債及

び長期借入金に含めて記載しております。

(注)１． 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 現金及び預金、及び(2) 差入保証金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

(3) 委託者先物取引差金

委託者の先物取引について、商品取引所の価格によっております。

(4) 長期貸付金、及び(5) 長期未収債権

長期貸付金、及び、委託者に対する長期未収債権について、個別に回収可能性を
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検討した回収可能見込額によっております。

(6) 短期借入金、及び(7) 預り証拠金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

(8) 社債

社債の時価については、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを

加味した利率で割り引いて算出する方法によっております。

(9) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割り引いて算出する方法によっております。

２．非上場株式（貸借対照表計上額36,164千円）は、市場価格がなく、かつ将来、キ

ャッシュフローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認

められるため、上記表には記載しておりません。

３．長期預り商品（貸借対照表計上額33,011千円）は、返還期限が延長可能なため、

将来キャッシュフローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困

難と認められるため、上記表には記載しておりません。

【 賃貸等不動産に関する注記 】

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、神奈川県その他の地域において、賃貸用の寮（土地を含む。）を有してお

ります。平成25年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は、31,885千円

（賃貸収益は営業外収益に、賃貸費用は営業外費用に計上）であります。なお、減損

損失は、発生しておりません。

２．賃貸不動産の時価等に関する事項

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時 価

465,450 378,320

(注)１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額でありま

す。

２．当期末の時価は、主として「固定資産税評価額」に基づいて合理的な方法で

算定した金額であります。

【 資産除去債務に関する注記 】

当社は、本社及び支店オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、オフィスの退去時に

おける原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用

期間が明確でなく、将来本社及び支店を移転する予定もないことから、資産除去債務

を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を

計上しておりません。



- 20 -

【関連当事者との取引に関する注記】

役員及び個人主要株主等 （単位：千円）

種類 会社等 事業の 議決権等の 関連当事者 取引の内容 取引 科目 期末

の名称 内容又 所有（被所 との関係 金額 残高

又は は職業 有）割合

氏名

主要株主 新井紀 当社取 被所有 担保の被提 当社貴金属消費 長期

(個人)及 夫 締役会 直接19.6％ 供 寄託契約に基づ － 預り 33,011

びその近 長 く返還債務に対 商品

親者 する株式の担保

の被提供

(注)当社は、カネツ商事株式会社との貴金属消費寄託契約に基づく返還債務に対して、

取締役会長新井紀夫より株式の担保提供を受けております。なお、保証料の支払い

は行っておりません。

【 １株当たり情報に関する注記 】

１株当たり純資産額 58 円 18 銭

１株当たり当期純利益 4 円 37 銭

⑤ 監査に関する事項

このディスクロージャー資料のうち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書、個別注記表については、会社法に基づき会計監査人の監査を受けております。
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